
貸借対照表″〔二関する附属明細書

財務諸表に対する注記
令和 5年 3月 31日現在

な会計方針
固定資産の減価償却について
固定資産の減価償却方法は、定率法と定額法で行っている。
なお、建物については、旧定率法と定額法で行っている。

(2) 上基準について
当金は、年

(3)

リ
準

特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

1 重要
(1)

2

― ス
ー ス

(4)

している。

主に移転するもの以外のフアイナンス・ リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に

っている。

は、税込経r里方式によっている。

3 特定資産
特定資産

の財源等の内訳
の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位 :円 )

(単位 :円 )

(単位 :円 )

(単位 :円 )

4 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

5

6

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、以下のとおりである。

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

(単位 :円 )

附届明細書

特定資産の明イ寸‖及び引当金の明細は、財務諸表の注記に記載しているので省略する。

科 目 前期末残高 当期増力H額 当期減少額 当期末残高

特定資産
減イ画償却引当資産
退職給付引当資産
周年事業引当資産

青年・女性部周年事業引当資産

法人運営預金

9,400,239
824,520
1,500,000
0

5,000,000

126,560
506,680
500,000
600,000
0

0
0
0
0
0

9,526,799
1,331,200
2,000,000
600,OOO
5,000,000

言|‐ 16.724,759 1733.240 0 18,457,999

科 目 当期末残高
(内指定正味財産
からの充当額)

(内一般正味財産
からの充当額)

(内負債に対応
する額)

特定資産

減価償却引当資た

退職給付引当資産

周年事業引当資産

青年・女性部周年事業引当資産

法人運営預令

9,526,799

1,331,200

2,000,000

600,000

5,000,000

0

0

0

0
0

9,526,799

0

2,000,000

600,000

5,000,000

0

1,331,200

0

0

0

言r 18457.999 0 17,126,799 1.331.200

科 日 取得価額 減価償ムlJ累計額 当期末残高

建 物
構築物
什器備品

9,248,442
1,768,800
596.680

7,148,057
1,611,478
418,093

2,100,385
157,322
178,587

計 11,613,922 9.177.628 2,436,294

補助金等の名称 交 付 者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表 Lの
区分記載

全 法 連 助 成金
全 法 運 助 成 金
全 法 連 補助 金

県連事業費補助

(公財)全国法人会総連合
(公財)全国法人会総連合
(公財)全国法人会総連合
(一社)福岡県法人会連合会

0
0
0
0

24,008,400
350,000
332,000
1,045,621

24,008,400
350,000
332,000
1,045,621

0
0
0
0

計 0 25.736.021 25,736,021 0

内 容 令  額
経常収益への振文田夫額

公益事業費計上による振替額
24,008,400


